
調査結果のあらまし(常用労働者)

１　賃金

 (1) 事業所規模５人以上

　５月の現金給与総額は、規模５人以上で前年同月比 2.1％減少の 356,791円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 0.8％増加、情報通信業 3.3％減少、卸売業，小売
業 7.3％減少となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 0.1％増加の 327,230円となっ
た。また、所定内給与は、同 0.4％減少の 304,131円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 1.0％減少、情報通信業
1.1％増加、卸売業，小売業 1.8％減少となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 3.3％減少となった。

（図１、表１、統計表第15表）

 (2) 事業所規模30人以上

　５月の現金給与総額は、規模30人以上で前年同月比 2.5％減少の 398,761円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 2.8％増加、情報通信業 2.2％減少、卸売業，小売
業 10.8％減少となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 0.2％増加の 360,148円となっ
た。また、所定内給与は、同 0.5％減少の 332,215円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 0.8％増加、情報通信業
2.1％増加、卸売業，小売業 4.8％減少となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 3.6％減少となった。

（表１、統計表第15表）
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図１ 賃金の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－



令和元年５月分

（単位：　円・％）

前 年
同月比

前 年
同月比

前 年
同月比

調 査 産 業 計 356,791 -2.1 327,230 0.1 304,131 -0.4 23,099 29,561

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 583,576 － 583,576 － 549,962 － 33,614 － 

建 設 業 445,459 7.3 423,315 6.8 384,647 7.9 38,668 22,144

製 造 業 404,555 0.8 383,866 -1.0 359,619 -0.2 24,247 20,689

電気・ガス・熱供給・水道業 669,769 29.0 531,976 3.9 465,258 5.4 66,718 137,793

情 報 通 信 業 432,006 -3.3 410,544 1.1 379,291 1.3 31,253 21,462

運 輸 業 ， 郵 便 業 465,056 26.4 361,381 5.1 316,794 4.2 44,587 103,675

卸 売 業 ， 小 売 業 339,238 -7.3 326,849 -1.8 310,186 -2.2 16,663 12,389

金 融 業 ， 保 険 業 684,582 -23.0 489,708 -3.1 454,478 -3.9 35,230 194,874

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 368,394 -15.6 342,353 -7.6 316,735 -8.6 25,618 26,041

学術研究，専門・技術サービス業 489,278 13.3 449,797 6.1 417,960 5.4 31,837 39,481

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 129,069 -11.2 127,451 -10.7 118,791 -10.9 8,660 1,618

生活関連サービス業，娯楽業 227,740 2.9 225,167 3.9 211,003 3.5 14,164 2,573

教 育 ， 学 習 支 援 業 301,184 0.9 289,824 -2.0 278,493 -2.6 11,331 11,360

医 療 ， 福 祉 267,497 -3.3 264,039 -3.3 247,384 -4.6 16,655 3,458

複 合 サ ー ビ ス 事 業 382,600 0.9 351,957 -6.0 321,787 -5.9 30,170 30,643

サービス業（他に分類されないもの） 289,976 7.2 272,133 4.2 250,110 2.5 22,023 17,843

調 査 産 業 計 398,761 -2.5 360,148 0.2 332,215 -0.5 27,933 38,613

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 583,576 － 583,576 － 549,962 － 33,614 － 

建 設 業 476,000 7.5 456,097 10.1 407,862 11.8 48,235 19,903

製 造 業 439,879 2.8 414,960 0.8 385,918 1.4 29,042 24,919

電気・ガス・熱供給・水道業 694,807 33.8 541,447 5.8 469,957 6.3 71,490 153,360

情 報 通 信 業 447,506 -2.2 423,202 2.1 389,467 2.4 33,735 24,304

運 輸 業 ， 郵 便 業 485,971 28.7 362,414 3.3 313,756 1.6 48,658 123,557

卸 売 業 ， 小 売 業 377,382 -10.8 362,040 -4.8 342,973 -5.2 19,067 15,342

金 融 業 ， 保 険 業 755,740 -23.7 522,221 -0.5 484,169 -0.9 38,052 233,519

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 396,345 -18.9 368,702 -6.1 340,132 -6.9 28,570 27,643

学術研究，専門・技術サービス業 526,732 18.2 472,170 7.1 432,823 5.6 39,347 54,562

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 164,042 -5.7 162,323 -5.6 149,959 -8.3 12,364 1,719

生活関連サービス業，娯楽業 231,785 -2.1 230,728 -0.8 213,844 -0.7 16,884 1,057

教 育 ， 学 習 支 援 業 332,318 0.9 318,333 -2.5 305,568 -2.9 12,765 13,985

医 療 ， 福 祉 299,226 -2.8 296,243 -3.5 274,361 -5.2 21,882 2,983

複 合 サ ー ビ ス 事 業 372,150 -7.0 369,966 -7.3 330,756 -7.0 39,210 2,184

サービス業（他に分類されないもの） 277,608 4.5 262,432 2.5 238,669 0.2 23,763 15,176

５
人
以
上

30
人
以
上

表１　月 間 現 金 給 与 額　

規模 産　　業

 現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与

特別に支払
われた給与所 定 内

給 与
所 定 外
給 与



２　労働時間

 (1) 事業所規模５人以上

　５月の総実労働時間数は、規模５人以上で前年同月比 4.3％減少の 134.8時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 4.9％減少の 123.6時間、所定外労働
時間数は、同 1.7％増加の 11.2時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 12.1時間（前年同月比 3.1％減少）、情報通信業
14.7時間（同 8.9％増加）、卸売業，小売業 8.8時間（同 4.8％増加）となった。

（図２－１、図２－２、表２）

 (2) 事業所規模30人以上

　５月の総実労働時間数は、規模30人以上で前年同月比 3.8％減少の 141.3時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 4.6％減少の 128.3時間、所定外労働
時間数は、同 4.8％増加の 13.0時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 14.0時間（前年同月比 1.5％増加）、情報通信業
15.7時間（同 9.8％増加）、卸売業，小売業 9.8時間（同 7.7％増加）となった。

（表２）
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図２－１ 労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－

図２－２ 所定外労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－



令和元年５月分

（単位：　日・時間・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 17.0 134.8 -4.3 123.6 -4.9 11.2 1.7

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 18.7 154.4 － 136.6 － 17.8 － 

建 設 業 18.8 160.0 -6.0 139.1 -7.3 20.9 2.9

製 造 業 17.4 144.7 -6.0 132.6 -6.2 12.1 -3.1

電気・ガス・熱供給・水道業 17.8 151.9 -9.8 133.7 -8.4 18.2 -20.2

情 報 通 信 業 17.9 151.7 -1.8 137.0 -2.9 14.7 8.9

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.2 156.6 0.8 136.7 -0.4 19.9 8.8

卸 売 業 ， 小 売 業 17.3 134.7 -3.2 125.9 -3.8 8.8 4.8

金 融 業 ， 保 険 業 17.8 145.4 -7.7 129.4 -8.4 16.0 -2.4

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 17.8 144.7 -4.5 131.1 -4.5 13.6 -4.8

学術研究，専門・技術サービス業 17.9 148.0 -3.9 133.1 -4.2 14.9 -2.0

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 13.6 93.3 -10.1 87.1 -9.5 6.2 -18.3

生活関連サービス業，娯楽業 16.8 126.3 -3.8 118.4 -3.7 7.9 -4.8

教 育 ， 学 習 支 援 業 15.2 112.5 -3.2 106.0 -3.0 6.5 -4.4

医 療 ， 福 祉 16.0 117.6 -9.1 112.5 -9.1 5.1 -8.9

複 合 サ ー ビ ス 事 業 17.9 143.5 -8.7 130.2 -8.8 13.3 -7.6

サービス業（他に分類されないもの） 17.2 135.3 -3.0 124.5 -4.1 10.8 11.4

調 査 産 業 計 17.5 141.3 -3.8 128.3 -4.6 13.0 4.8

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 18.7 154.4 － 136.6 － 17.8 － 

建 設 業 19.1 166.4 -4.4 139.8 -6.5 26.6 9.0

製 造 業 17.8 150.5 -3.1 136.5 -3.6 14.0 1.5

電気・ガス・熱供給・水道業 17.7 151.2 -10.3 132.3 -9.3 18.9 -17.1

情 報 通 信 業 18.1 154.3 -0.5 138.6 -1.5 15.7 9.8

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.2 157.2 0.3 136.2 -1.4 21.0 12.4

卸 売 業 ， 小 売 業 17.8 140.4 -4.5 130.6 -5.3 9.8 7.7

金 融 業 ， 保 険 業 17.7 145.5 -8.2 128.5 -8.5 17.0 -5.6

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 18.0 147.3 -4.4 132.2 -4.5 15.1 -5.1

学術研究，専門・技術サービス業 18.2 152.5 -2.4 134.8 -3.0 17.7 2.3

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 14.6 105.1 -5.7 97.4 -6.5 7.7 5.4

生活関連サービス業，娯楽業 16.1 118.9 -9.5 110.0 -8.5 8.9 -19.9

教 育 ， 学 習 支 援 業 15.5 118.1 -2.9 111.2 -2.3 6.9 -10.4

医 療 ， 福 祉 16.8 126.8 -9.1 121.2 -8.9 5.6 -12.6

複 合 サ ー ビ ス 事 業 18.3 147.1 -7.8 130.8 -8.0 16.3 -6.3

サービス業（他に分類されないもの） 17.2 135.5 -2.9 123.9 -4.4 11.6 16.0

５
人
以
上

30
人
以
上

表２　月間出勤日数及び実労働時間数　

規模 産　　業 出 勤 日 数
総 実
労 働

時 間 数

所 定 内
労 働

時 間 数

所 定 外
労 働

時 間 数



３　雇用

 (1) 事業所規模５人以上

　５月の常用労働者数は、規模５人以上で前年同月比 1.4％増加の 8,133千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 3.4％増加、情報通信業 2.3％増加、卸売業，小売
業 1.0％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.3ポイント下降し、25.7％となっ
た。

（図３－１、図３－２、表３）

 (2) 事業所規模30人以上

　５月の常用労働者数は、規模30人以上で前年同月比 1.6％増加の 5,686千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 4.2％増加、情報通信業 2.6％増加、卸売業，小売
業 1.5％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月と同水準の 19.8％となった。

（表３）
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図３－１ 常用労働者数の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－

図３－２ パートタイム労働者比率の推移（前年同月差） －調査産業計、５人以上－



令和元年５月分

（単位：　人・％・ポイント）

前 年
同月比

前 年
同月差

前 年
同月差

前 年
同月差

調 査 産 業 計 8,133,183 1.4 2.76 0.18 2.35 -0.06 25.7 -0.3

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,456 － 1.59 -0.46 0.97 -0.87 0.8 0.6

建 設 業 359,853 4.1 1.40 0.44 0.94 -0.17 3.8 0.1

製 造 業 596,084 3.4 1.22 0.11 1.32 0.39 8.5 0.0

電気・ガス・熱供給・水道業 27,561 -8.3 1.24 0.67 0.66 -1.66 2.3 -0.3

情 報 通 信 業 835,989 2.3 1.43 -0.07 1.17 -0.38 3.2 -0.1

運 輸 業 ， 郵 便 業 473,267 0.9 1.91 0.46 1.77 0.30 12.6 -3.9

卸 売 業 ， 小 売 業 1,688,035 1.0 2.71 0.50 2.77 0.50 27.2 -1.4

金 融 業 ， 保 険 業 406,248 1.5 1.61 0.31 1.24 -0.10 3.9 -2.8

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 220,418 2.8 2.44 -0.23 1.19 -0.88 15.8 2.9

学術研究，専門・技術サービス業 393,082 0.5 1.57 -0.20 1.08 -0.15 7.3 -0.8

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 675,633 -1.6 5.72 -0.99 5.48 -0.48 80.1 3.8

生活関連サービス業，娯楽業 241,339 1.9 4.34 0.68 3.25 -0.34 41.8 -3.4

教 育 ， 学 習 支 援 業 419,817 0.0 6.03 1.84 2.44 -0.70 40.3 1.4

医 療 ， 福 祉 769,142 3.7 2.68 0.37 3.00 0.85 38.8 3.5

複 合 サ ー ビ ス 事 業 38,718 3.8 0.73 -0.47 0.53 -0.19 19.7 3.4

サービス業（他に分類されないもの） 986,541 1.1 3.28 -0.19 2.45 -0.86 28.3 -1.2

調 査 産 業 計 5,686,273 1.6 2.53 0.39 2.04 0.11 19.8 0.0

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,456 － 1.59 -0.46 0.97 -0.87 0.8 0.6

建 設 業 228,930 4.2 1.13 0.20 0.52 -0.36 2.6 0.2

製 造 業 443,665 4.2 1.24 0.20 1.46 0.50 5.6 -1.7

電気・ガス・熱供給・水道業 24,730 -17.7 1.39 0.82 0.73 -1.59 2.6 0.0

情 報 通 信 業 731,689 2.6 1.23 -0.14 1.12 -0.46 1.8 -0.9

運 輸 業 ， 郵 便 業 397,577 0.3 2.12 0.52 1.73 0.18 12.9 -3.3

卸 売 業 ， 小 売 業 1,057,325 1.5 2.84 1.30 2.59 0.99 21.2 0.9

金 融 業 ， 保 険 業 335,097 1.9 1.58 0.16 1.20 -0.18 3.3 -3.8

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 145,627 3.2 1.79 -0.37 1.10 -0.76 13.1 2.1

学術研究，専門・技術サービス業 281,136 -0.7 1.36 -0.17 0.99 -0.20 5.9 -1.6

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 222,034 -4.2 4.60 -0.34 3.50 -0.72 70.3 4.5

生活関連サービス業，娯楽業 130,122 2.4 3.25 0.05 3.05 -0.19 45.4 0.3

教 育 ， 学 習 支 援 業 331,609 0.9 7.24 2.89 2.38 -0.17 37.3 2.8

医 療 ， 福 祉 496,090 3.8 2.13 0.49 3.01 1.81 32.0 3.1

複 合 サ ー ビ ス 事 業 24,875 1.2 0.68 -0.02 0.40 -0.13 16.9 5.1

サービス業（他に分類されないもの） 834,311 1.4 3.34 -0.42 2.73 -0.74 30.4 -0.2

５
人
以
上

30
人
以
上

表３　常用労働者数及び労働異動率  

規模 産　　業
常 用

労 働 者 数

パートタイム
労働者比率

入 職 率 離 職 率
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